
京都府地域密着型サービス外部評価実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、「「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準」（平成 18年 3月 14日厚生労働省令第 34号）第９７条第８項及び「指定地

域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成 18

年 3 月 14 日厚生労働省令第 36 号）第 86 条第２項の規定に基づき、認知症対応型

共同生活介護事業所及び介護予防認知症対応型共同生活介護事業所のサービスに

係る外部評価（以下「外部評価」という。）について必要な事項を定めるとともに、

認知症対応型共同生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護事業者（以下

「事業者」という。）におけるサービスの質の向上と利用者が当該事業者を選択す

るための情報提供の推進を図ることを目的とする。 

 

（評価項目） 

第２条 認知症対応型共同生活介護事業者に係る自己評価及び外部評価の項目は、別

紙１のとおりとする。 

 

（外部評価の実施回数） 

第３条 事業者は、事業所ごとに、原則として少なくとも年に１回は外部評価を実施

するものとする。 

 

（外部評価の実施回数の緩和） 

第４条 過去に外部評価を５年間継続して実施している事業所であって、かつ、次に

掲げる要件を全て満たす場合には、当該事業者の外部評価の実施回数を２年に１回

とすることができる。この場合、外部評価を実施しなかった年については、「５年

間継続して実施している事業所」の要件の適用に当たっては、実施したものとみな

すものとする。 

  なお、京都府（以下「府」という。）は、当該実施回数を適用することについて、

あらかじめ当該事業所の指定及び監督を行っている市町村と協議し、同意を得るも

のとする。 

（１）別紙２の「１ 自己評価及び外部評価結果」及び別紙２（２）の「目標達成計

画」を市町村に提出していること。 

（２）運営推進会議が、過去１年間に６回以上開催されていること。 

（３）運営推進会議に、事業所の存する市町村の職員又は地域包括支援センターの職

員が必ず出席していること。 

（４）別紙２の「１ 自己評価及び外部評価結果」のうち、外部評価項目の２、３、   

４、６の実践状況（外部評価）が適切であること。 

２ 前項の規定による外部評価の実施回数の緩和に係る取扱等については、別に定め

るところとする。 

 

（外部評価機関） 

第５条 外部評価は、外部評価を適切に実施する能力があると認め府が選定した法人

（以下「評価機関」という。）が行うものとする。 

２ 評価機関の要件及び選定手続き等については、別に定めるところによる。 

３ 評価機関が外部評価を行う際の外部評価実施要領（以下「実施要領」という。）



については、別紙３を参考に評価機関が定めるものとする。 

 

（外部評価の内容） 

第６条 外部評価は、評価機関に所属する複数の評価調査員（以下「評価調査員」と

いう。）により実施された書面調査及び訪問調査の結果を総合して、評価機関が評

価結果を決定する。 

２ 書面調査 

  評価機関は、事業所から外部評価の依頼を受けた場合には、所定の手続きに基づ

き契約の締結、評価手数料の受領を行った後に、現況調査と自己評価調査を行うた

め、 次の書面の提出を求める。 

（１）事業所の運営概要が分かる書類 

   例えば、運営規程、利用契約書、重要事項説明書、パンフレット、介護サービ

ス情報の公表制度の基本情報項目調査票等 

（２）事業所のサービス提供概要が分かる書類 

   例えば、介護計画書・業務日誌の様式、職員勤務時間表、食事内容の記録等 

（３）自己評価及び外部評価結果（別紙２） 

   別紙２の「１ 自己評価及び外部評価結果」（外部評価に係る記入欄を除く）

について記載したもの 

   なお、複数のユニットを持つ認知症対応型共同生活介護事業所の場合には、自

己評価に係る記入欄について、各ユニットごとに作成したもの 

（４）利用者家族調査 

   前記の他、評価機関は、評価を適切に行うための情報収集を目的とし、様式に

より事業所の利用者の家族に対するアンケートを実施するものとする。アンケー

ト調査を郵送で行う場合には、個人情報保護の観点から、アンケート調査票の送

付は事業所が行い、評価機関が回収を行うものとする。 

（５）その他必要と認める書類 

   例えば、運営推進会議の議事録等 

３ 訪問調査 

  訪問調査は、次により行うものとする。 

（１）訪問調査は書面調査を実施した後に、複数の評価調査員が事業所を訪問し、別

紙１の評価項目についての調査を行うことにより実施する。 

   なお、別紙１の評価項目において、テレビ電話装置等を活用して調査を実施す

ることは妨げないが、訪問調査の実効性の担保を確保する観点から、全ての項目

をテレビ電話装置等で実施することは認めず、訪問調査とテレビ電話等を併用し

て調査を実施すること。 

（２）訪問調査は原則として１日間とし、当該事業所の運営状況の概要等について評

価調査員全員が管理者等から説明を受けた後、現状の確認及び所定の評価項目に

関する状況の確認を行う。 

（３）所定の作業を終了した後、管理者等を交えて全体的な統括と確認を行い、訪問

調査を終了する。 

（４）緊急を要する事項（明らかな指定基準違反により、利用者に対するサービスの

質が著しく低下している場合等）があった場合には、評価調査員は、評価機関を

通じて、府及び関係市町村へ通報するなど、適切な対応を行うものとする。 

 

（外部評価の申込み等） 

第７条 事業者が外部評価を受けようとするときは、受審期間終了日の４箇月前まで

に、評価機関に申し込むものとする。ただし、４箇月前までに申込みができない正



当な事由がある場合に限り、受審期間終了日の３箇月前までの申込みを認めること

とする。 

２ 事業者は、評価機関に申し込んだ後、同機関との間で評価業務委託契約を結び、

その契約に基づき同機関に対して評価手数料を支払うものとする。 

３ 評価機関は、実施要領及び事業者と締結した評価業務委託契約に基づき外部評価

を行うものとする。 

 

（評価結果の確定等） 

第８条 外部評価結果の確定等は、次により行うものとする。 

（１）外部評価を行った評価調査者は、書面調査及び訪問調査の結果を総合的に判断

し、評価調査者全員の合意により評価を行い、遅滞なく別紙２の「１ 自己評価

及び外部評価結果」を作成するものとする。 

（２）評価機関は、前項の結果を基に評価機関が設置する評価審査委員会を開催し外

部評価を決定する。 

（３）評価機関は、外部評価の結果を確定したときは、当該結果を事業者に通知し、   

事業者から別紙２（２）の「目標達成計画」の提出を求めるものとする。 

 

（評価結果等の公開） 

第９条 評価機関は、利用者による事業者のサービスの選択に資するために、独立行

政法人福祉医療機構が運営する「福祉保健医療情報ネットワークシステム（WAMNET）」

を利用して、別紙２の「１ 自己評価及び外部評価結果」及び別紙２（２）の「目

標 達成計画」（以下「評価結果等」という。）を公開するものとする。 

２ 事業者は、評価結果等を利用申込者又はその家族に対する説明の際に交付する重

要事項を記した文書に添付の上、説明するものとする。 

３ 事業者は、評価結果等を事業所内の見やすい場所に備え付けるととともに、利用

者（入居者）の家族に送付等を行うものとする。 

 

（市町村への報告） 

第１０条 事業者及び評価機関は、外部評価の実施状況、評価結果等について、市町

村（この場合の市町村とは、事業所が存する市町村に限らず、平成１８年４月１日

以降、指定を受けた市町村に対しても同様の扱いとする。）に報告するものとする。 

２ 評価結果等については、自ら設置する運営推進会議において説明するものとする。 

また、併せて、別紙２（３）の「サービス評価の実施と活用状況」について作成

し、説明することが望ましい。 

 

（書類の保存期間） 

第１１条 事業者は、評価機関から通知を受けた日から５年間、別紙２の「１ 自己

評価及び外部評価結果」及び別紙２（２）の「目標達成計画」を保存するものとす

る。 

 

（守秘義務） 

第１２条 評価機関は、外部評価の際に知り得た事業者、利用者（入居者）及びその

家族の秘密を他に漏らさないものとする。また、その旨を評価調査員及び評価調査

員であった者に義務づけるものとする。 

 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、外部評価に関し必要な事項は、別に定める。 



 

附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和５年７月２４日から施行する。 


